
居宅療養管理指導運営規程  
(運営規程設置の主旨) 
第１条 医療法⼈社団 S.O.L 杉村⻭科医院が実施する居宅療養管理指導及び介護予防居宅

療養管理指導の事業（以下「居宅療養管理指導｣という。」の適正な運営を確保する
ために⼈員及び管理運営に関する事項を定める。  

 
（事業の⽬的）  
第２条 医療法⼈社団 S.O.L 杉村⻭科医院の⻭科医師及び⻭科衛⽣⼠（以下「従業者」と

いう。）が要介護状態または要⽀援状態にある者（以下、「要介護者等」という。）
に対し、適切な居宅療養管理指導を提供することを⽬的とする。  

 
（運営の⽅針） 
第３条 医療法⼈社団 S.O.L 杉村⻭科医院が実施する居宅療養管理指導の従業者は、要介

護者宅において、その有する能⼒に応じ⾃⽴した⽇常⽣活を営むことが出来るよ
う通院が困難な利⽤者に対して、その居宅を訪問して、⼼⾝の状況や環境等を把握
し、それらを踏まえて療養上の管理及び指導を⾏うことにより、療養⽣活の質の向
上を図ることを⽬的とする。 居宅療養管理指導の実施にあたっては、居宅介護⽀
援事業者、その他保健・医療・福祉サービスを提供する事業者との綿密な連携に努
めるとともに、関係市町村とも連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。 

  
（事業所の名称等）  
第４条 名称及び所在地は、次のとおりとする。  
１ 名称 医療法⼈社団 S.O.L 杉村⻭科医院 
２ 所在地 北海道旭川市春光１条９丁⽬１０番１６号 
 Tel：０１６６−５１−４４８８ 
 Fax：０１６６−５２−２８６６ 
  
（職員の職種、員数及び職務内容）  
第５条 居宅療養管理指導の従業者の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 
１ ⻭科医師 4 ⼈ （常勤 1 ⼈ ⾮常勤 3 ⼈）  
⻭科医師は、訪問診療等により常に利⽤者の病状及び⼼⾝の状況を把握し、計画的かつ継
続的な⻭科医学的管理に基づいて、居宅介護⽀援事業者に対する居宅サービス計画の作成
等に必要な情報提供並びに利⽤者⼜はその家族に対し、療養上必要な事項等について理解
しやすいように指導⼜は助⾔を⾏う。  
２ ⻭科衛⽣⼠ 7⼈ （常勤 4 ⼈ ⾮常勤 3 ⼈） ⻭科衛⽣⼠は、⻭科医師の指⽰に基づき、
利⽤者の⼝腔機能の維持回復が図れるよう指⽰・援助を⾏う。  



（営業⽇及び営業時間）  
第６条 事業者の営業⽇及び営業時間は次のとおりとする。  
１ 平⽇（⽉〜⾦曜⽇） ９：0０〜１8：0０  
２ ⼟曜⽇ ９：0０〜12:30  
３ ⽇曜⽇・祝⽇ 休診  
 
（事業の内容） 
第７条 居宅療養管理指導の内容は次のとおりとする。 
サービスの内容と費⽤ 
（１） サービスの内容 

  居宅療養管理指導⼜は介護予防居宅療養管理指
導（以下「居宅療養管理指導」という）の種類 

 内 容 
 

１．⻭科医師が⾏う居宅療養管理指導 
 
 
 

 ⻭科医師が、通院が困難な要介護者または要⽀援者
に対して、⻭科訪問診療を⾏い、計画的かつ継続的
な医学的管理の下に、ケアマネージャーなどに居宅
サービス（または介護サービス）計画の策定などに
必要な情報提供を利⽤者の同意を得て⾏います。 

２．⻭科衛⽣⼠が⾏う居宅療養管理指導 
 
 
 

 ⻭科衛⽣⼠が、訪問診療を⾏っている⻭科医師の
指⽰に基づき、居宅を訪問して療養上必要な指導と
して患者の⼝腔内の清掃または有床義⻭の清掃に関
する実地指導を⾏います。 

 
（２） 利⽤料 
  介護保険の適応がある場合は、原則として、提供された居宅療養管理指導費の 1割〜3
割が利⽤者の負担額となります。 
ア 「料⾦表］ 

居宅療養管理指導の種類 利⽤料⾦（利⽤者⾃⼰負担１割の場合） 
１．⻭科医師が⾏う「居宅療養管理指導」を請求
  する場合 
 

 1⽉2回を限度として（1回当たり） 
単⼀建物に１⼈の場合 517円 
単⼀建物に2〜9⼈の場合 487円 
単⼀建物に10⼈以上の場合 441円 

２．⻭科衛⽣⼠が⾏う「居宅療養管理指導」を請
  求する場合 
 

 1⽉4回を限度として（1回当たり） 
単⼀建物に１⼈の場合 362円 
単⼀建物に2〜9⼈の場合 326円 
単⼀建物に10⼈以上の場合 295円 

 
居宅療養管理指導の種類 利⽤料⾦（利⽤者⾃⼰負担２割の場合） 

１．⻭科医師が⾏う「居宅療養管理指導」を請求
  する場合 
 

 1⽉2回を限度として（1回当たり） 
単⼀建物に１⼈の場合 1,034円 
単⼀建物に2〜9⼈の場合 974円 
単⼀建物に10⼈以上の場合 882円 

２．⻭科衛⽣⼠が⾏う「居宅療養管理指導」を請
  求する場合 
 

 1⽉4回を限度として（1回当たり） 
単⼀建物に１⼈の場合 724円 
単⼀建物に2〜9⼈の場合 652円 
単⼀建物に10⼈以上の場合 590円 



 
居宅療養管理指導の種類 利用料金（利用者自己負担３割の場合） 

１．歯科医師が行う「居宅療養管理指導」を請求

  する場合 

 

 1月2回を限度として（1回当たり） 

単一建物に１人の場合 1,551円 

単一建物に2～9人の場合 1,461円 

単一建物に10人以上の場合 1,323円 

２．歯科衛生士が行う「居宅療養管理指導」を請

  求する場合 

 

 1月4回を限度として（1回当たり） 

単一建物に１人の場合 1,086円 

単一建物に2～9人の場合 978円 

単一建物に10人以上の場合 885円 

イ 交通費 
  居宅療養管理指導の提供に要する交通費は、徴収していません。 
ウ キャンセル料 

当院では利⽤者の⽅の都合によりサービスを中⽌した場合のキャンセル料は徴収し 
ていません 

 
(2) 利⽤料等のお⽀払い⽅法 

毎⽉ 10⽇ごろまでに前⽉分の計算を⾏いますので、10⽇過ぎの訪問⽇か郵送にて前
⽉分の請求を⾏います。領収書を発⾏します。  
 
（事業の実施地域）  
第８条 実施地域は、事業所の所在地より半径 16km 圏内とする。  
 
(虐待防⽌に関する事項） 
 第９条  
１ 事業所は、利⽤者の⼈権の擁護・虐待の防⽌等のため次の措置を講ずるものとする。 
(1) 虐待を防⽌するための従業者に対する研修の実施及び担当者の設置  
(2) 利⽤者及びその家族からの苦情処理体制の整備  
(3) その他虐待防⽌のために必要な措置  
２ 事業所は、サービス提供中に、従業者⼜は養護者（利⽤者の家族等⾼齢者を現に養護す
る者）による虐待を受けたと思われる利⽤者を発⾒した場合は、速やかに、これを市町村
に通報するものとする。  
 
（秘密保持）  
第１０条  
１ 従業者は、正当な理由がある場合を除き、業務上知り得た利⽤者及びその家族の秘密を
保持する。  
２ 事業所は、従業者であった者が、正当な理由がある場合を除き、業務上知り得た利⽤者
⼜はその家族の 秘密を保持する旨を、従業者との雇⽤契約に含むものとする。  
３ 事業所は、サービス担当者会議等において利⽤者⼜はその家族の個⼈情報を⽤いる場



合には、あらかじめ⽂書により同意を得るものとする。 
  
（個⼈情報の保護）  
第１１条  
１ 事業所は、利⽤者⼜はその家族の個⼈情報について「個⼈情報の保護に関する法律」及
び厚⽣労働省が 策定した「医療・介護関係事業者における個⼈情報の適切な取扱いのため
のガイダンス」を遵守し適切 な取り扱いに努めるものとする。  
２ 事業所が得た利⽤者⼜はその家族の個⼈情報については、居宅療養管理指導の提供以
外の⽬的では原則 的に利⽤しないものとし、外部への情報提供については利⽤者⼜はそ
の家族の同意を、あらかじめ書⾯ により得るものとする。  
 
（事故処理）  
第１２条 居宅療養管理指導の提供により事故が発⽣した場合は、市町村、家族、当該利⽤
者に係る居宅介護⽀ 援事業者に対して連絡を⾏い、記録等必要な措置を講じる。 賠償す
べき事故が発⽣した場合は損害賠償を速やかに⾏う。  
 
（記録の整備）  
第１３条  
１ 事業所は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておくものとする。  
２ 利⽤者に関する居宅療養管理指導の提供に関する次の諸記録を整備し、その完結の⽇
から５年間は保存するものとする。 
 (1) 居宅療養管理指導の記録。  
(2) 市町村への通知に係る記録。  
(3) 苦情の内容等に係る記録。  
(4) 事故の状況及び事故に対し⾏った対応の記録。  
 
（衛⽣管理等）  
第１４条  
１ 事業所は、従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を⾏うものとする。 
２ 事業所は、事業所内の設備及び備品等について、衛⽣的な管理を⾏うものとする。  
 
（苦情処理） 
 第１５条  
１ 事業所は、提供した居宅療養管理指導の内容に係る利⽤者及びその家族からの苦情に
関し迅速かつ適切に対応するために、窓⼝を設置する等必要な措置を講じるものとする。 
２ 事業所は、前項の苦情を受け付けた場合、当該苦情の内容等を記録するものとする。  



３ 事業所は、提供した居宅療養管理指導に係る利⽤者及びその家族からの苦情に関し、市
町村が⾏う⽂書その他の物件の提出若しくは提⽰の求め⼜は当該市町村の職員からの質問
若しくは照会に応じ、及び市町村が⾏う調査に協⼒する。市町村から指導⼜は助⾔を受け
た場合は、当該指導⼜は助⾔に従って必要な改善を⾏うものとする。  
４ 事業所は、提供した居宅療養管理指導に係る利⽤者及びその家族からの苦情に関し、国
⺠健康保険団体連合会が⾏う調査に協⼒する。国⺠健康保険団体連合会から指導⼜は助⾔
を受けた場合は、当該指導⼜は助⾔に従って必要な改善を⾏うものとする。 
 
 (緊急時の対応)  
第１６条 従業者は、居宅療養管理指導の実施中に利⽤者に病状の急変等が⽣じた時には、
必要に応じて臨時応 急の⼿当てを⾏うとともに、速やかに主治医に連絡し、適切な処置を
⾏うこととする。  
 
（その他運営に関する重要事項）  
第１７条  
１ 従業者の質的向上を図るため研修の機会を設け、業務体制を整備する。  
(1) 採⽤時研修 採⽤後６か⽉以内  
(2) 継続研修 年１回  
２ 適切な居宅療養管理指導の提供を確保する観点から、職場において⾏われる性的な⾔
動⼜は優越的な関係を背景にした⾔動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものに
より、従業者の就業環境が害されることを防⽌するための⽅針の明確化等の必要な措置を
講じるものとする。  
３ この規定に定める事項のほか、運営に関する重要事項は医療法⼈社団 S.O.L 杉村⻭科
医院が定めるものとする。  
(付則) この規程は、令和 ７年 4⽉ １⽇から施⾏する。 


